
 

 

 

都市公園での豊富な業務経験 

当社は、都市、河川、道路を対象に、調査・計画から設計・管理に至る幅広い業務を行っている環境

コンサルタントです。公園・緑地分野においても、都市公園の整備に関する計画、設計業務を中心に、

質の高いサービスを提供しています。 

公園づくりの核となる基本計画、基本設計、実施設計、管理運営計画から、動植物調査、市民参加、

事業評価まで、当社の幅広い業務分野を強みに、多様化する都市公園のニーズにお答えします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な実績 

●基本計画、基本設計、実施設計 

・木曽三川公園（仮称）大江緑道基本計画策定業務 

・文化ゾーン整備計画修正その他業務（国営越後丘陵公園） 

・国営公園江南二期地区基本設計業務（国営木曽三川公園） 

・木曽三川公園中央水郷地区拠点詳細設計業務 

●管理運営計画 

・古代の森管理運営計画策定業務（国営吉野ヶ里歴史公園） 

・ＩＣＴを活用した公園効率化検討業務（国営武蔵丘陵森林公園） 

●ユニバーサルデザイン 

・ユニバーサルデザインスパイラルアップ業務（国営昭和記念公園） 

・ユニバーサルデザイン実施計画等検討業務（国営海の中道海浜公園） 

●利用実態調査 

・アルプスあづみの公園利用実態調査業務 

●市民参加・ワークショップ 

・南池袋公園改修ワークショップ運営及び基本計画策定業務 

都市公園業務に関するご案内 



業務内容の一例 

   木曽三川公園（仮称）大江緑道基本計画策定業務 

 

 

 

 

 

   文化ゾーン整備計画修正その他業務（国営越後丘陵公園） 

 

 

 

 

 

 

   古代の森管理運営計画策定業務（国営吉野ヶ里歴史公園） 

 

 

 

 

 

 

   ＩＣＴを活用した公園効率化検討業務（国営武蔵丘陵森林公園） 

 

 

 

 

 

 

 

   アルプスあづみの公園利用実態調査業務 

 

 

 

 

 

 

 

■お問い合わせ先（環境計画部 松本・綿貫） 

TEL：03-3988-2632 (直通)  FAX：03-3988-3662 (直通) 

E-mall：kankyok@kensetsukankyo.co.jp 

〒170-0013 東京都豊島区東池袋 2-23-2 

TEL：03-3988-1818(代表) 

●業務内容 

国営木曽三川公園中央水郷地区の拠点施設となる大江緑道の基本計画

及び基本設計 等。 

●業務成果の特徴 

上位計画や先行開園区域の利用実態を踏まえた上で、地域固有の財産で

ある「水郷の自然と風景」をテーマとして、水郷の歴史的な景観や資源

を活かした計画を策定しました。 

●業務内容 

国営越後丘陵公園で最後に整備される、「文化ゾーン」の、事業再評価

結果を踏まえた整備計画案の作成 

●業務成果の特徴 

事業再評価内容をベースに、一層のコスト削減を図った整備計画案を作

成しました。自然環境の保全・活用を重視した案、市民参加によりかつ

ての里山の暮らし・姿を再現する案等を検討しました。 

整備イメージ 

大江緑道整備イメージ 

●業務内容 

国営吉野ヶ里歴史公園で開園予定の「古代の森」における、樹林地管理

及び開園後の環境学習等の運営計画の策定 

●業務成果の特徴 

樹林地管理計画では、植栽地の環境調査により現況植栽の評価を行い、

目標及び樹木の生長段階に応じた計画をまとめるとともに、管理作業マ

ニュアルを作成しました。また、管理運営計画では、公園でのボランテ

ィア活動状況等を把握し、既開園区域と連携した体験プログラムのメニ

ューと実施方法を検討しました。 

●業務内容 

国営武蔵丘陵森林公園における、来園者の入退園や迷子対策、園内案内

システム等の ICT 導入について検討の上、導入のロードマップを策定 

●業務成果の特徴 

ニーズ・課題に対する対応の方向性をデジタル・アナログ併用の視点で

検討し、短期・中期・長期の観点でシステム整備ロードマップを検討し

ました。検討の結果、短期的には、園内情報をスタッフ間で共有しつつ、

同時に利用者に必要な情報を携帯電話や WEB、電光掲示板で提供する

システムの導入が効果的であり、そのシステムの概略設計及び導入に向

けての実験計画を立案しました。 

古代の森 全体イメージ 

園内情報共有システムによる 

情報共有イメージ（迷子対策） 

●業務内容 

利用実態調査等を通じて、管理運営の現状の課題や利用者のニーズを把

握し、既存の公園の施設や運営等の検証を行う。 

●業務成果の特徴 

利用実態調査の実施にあたっては、過去の意識調査手法にとらわれず、

商品開発等のマーケティング手法を導入しました。また、既存の施設、

運営管理の検証では、お金のかかる施設整備よりも、運営等の「仕組み」

に対するニーズを重視した改善方策を検討しました。 
利用実態調査の実施状況 


